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試験連携会議

地域成長産業プラン(7/13時点)

産学技術総合研究所概要（抜粋）

木曽・伊那谷フォレストバレー形成事業

県産材の活用事例

スマート農業技術活用促進法について



令和８年度 試験研究機関連携会議

○果樹試（データ取得）○工技セ（分析評価）（１）気象とワイン用ぶどうの生育・病害虫等の関係解明に係る時系列予測

（２）AI技術活用による乳牛健康状態の判別 ○農試（データ取得）○工技セ（解析、システ
ム開発）

ＤＸ連携分科会
（主査：工業技術総合

センター）

○工技セ（資材評価）○林総 （現地試験）

○農試 （実証試験）○環保研、工技セ、林総

○農試 （実証試験）○環保研（環境計測）（３）水田からの温室効果ガスの発生抑制と省力・節水を両立するスマート水管理技術の
実証研究（再掲）

（２）地域未利用資源の給与による牛からのメタンガスの削減効果の検証（再掲）

（１）生分解性プラスチックを利用した林業用資材の現地試験（再掲）ゼロカーボン連携
分科会
（主査：農業試験場）
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Ⅱ 環境への負荷を軽減する技術の開発

Ⅰ 気候変動に対応した技術の開発

（１）気候変動予測情報の公開・発信

（２）気候変動による県内産業への影響調査

（３）県内産業が気候変動に適応するための技術の開発

① 気候変動に適応した食品加工技術の開発

② 気候変動に適応する農業生産技術の開発

③ 気候変動に適応した林業生産技術の開発（実施課題を検討中）

１ 気候変動にレジリエントな社会の構築に向けた技術の開発

（１）生分解性プラスチックを利用した林業用資材の開発 ＜ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ(1)＞

（２）水田からの温室効果ガスの発生抑制と省力・節水を両立するスマート水管理

技術の実証研究 ＜ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ(3)＞

（１）地域未利用資源の給与による牛からのメタンガスの削減効果の検証 ＜ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ(2)＞

（２）未利用低質材の有効活用手法の評価・検証
２ 未利用資源等を活用した地域循環モデルの構築

１ 県内産業が活用する環境負荷を軽減するための技術の開発

（１）酒米育成系統の醸造特性の評価 ○農試（栽培試験）○工技セ（醸造試験、企業
向け指導）

（環保研・工技セ・農試・林総）
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○林総（データ取得）○工技セ（データ解析）（２）マツタケ試験地の継続観測

その他の連携課題

（地域特性を活かした産
業振興に係る課題等）

そ
の
他

（環保研・工技セ・農試・林総）

（環保研・工技セ・農試・林総）

試験研究機関連携会議（通称「ながラボ」）

・県の工業､農業､林業､環境分野の試験研究機関が連携してイノベーション創出や社会課題の解決に取り組むため､令和２年度に発足。

・信州サスティナブルプロジェクトをはじめ､ゼロカーボン連携分科会やDX連携分科会などの活動を展開している。
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試験研究機関連携会議の取り組み例

環境保全研究所

気候変動対策への取組

県内の気候変動対策に向け、気温や積雪深などの長期変

化傾向を解析し、山岳地での気温モニタリングを実施。

IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル

(Intergovernmental Panel

on Climate Change)）

第６次評価報告書に基

づく最新予測を用いて、

県内の気温・降水量・

日射量などを予測。

さらに、国の研究機関

と連携し、農業や健康

分野への影響予測情報

を収集・整備した。

環境保全研究所
×

農業試験場
×

工業技術
総合ｾﾝﾀー

気候変動による影響調査
気候変動による農業（果樹の凍霜害）及び
地場産業(主に発酵食品)への影響を把握し
適応策検討に必要な情報を整備・提供する
ために、過去の果樹凍霜害被害事例を対象

に、全県スケールでの被害分布と気象条件や地理的条件の関
係について検討、果樹凍霜害発生地域内における詳細な気温
分布の把握、アンケートやヒアリング調査による発酵食品
（日本酒、ワイン、味噌等）への気候変動影響の実態把握を
実施した。

環境保全研究所×農業試験場×工業技術総合センター

気候変動による影響調査

気候変動による

農業(果樹の凍霜

害)や発酵食品産

業への影響把握と

適応策検討のため、

過去の被害事例解

析、詳細な気温分

布調査及びアンケ

ート・ヒアリング

による影響実態

調査を実施した。 R5年4月25日の凍霜害の分布と0℃
以下の気温分布との対応

最新の気候予測情報を用いた21
世紀末における県内の気温分布
（気候モデル：MIROC6、SSPシ
ナリオ別）

林業総合センター

気候変動を見据えた松くい虫被害への対応

気温上昇により松くい虫被害の標高も上昇傾向に
ある中、松本地域で被害拡大リスク評価を行い、標
高800m付近までは激害化するが1,000m以上では被害
が少ないことを把握。気象変動を踏まえた標高別の
駆除・保全方針を検討した。

標高800ｍ：面的に激害化した
被害状況

標高1,100m：単木的被害
状況

農業試験場×工業技術総合センター

水稲「信交酒555号(やまみずき)」、「信交
酒557号(夢見錦)」の育成と試験醸造

農業試験場で新たに開発した酒米品種「信交酒555号

(やまみずき)」と「信交酒557号(夢見錦)」について、

農業試験場では栽培試験、工業技術総合センターでは

大吟醸酒を試験醸造し官能評価を実施した。

新酒米による
試験醸造酒

試験醸造酒
   の官能評価
   の様⼦

工業技術総合センター×果樹試験場

AI時系列予測を用いた信州ワイン用
ブドウの生育ステージ及び糖度予測

気象観測データと農家

の生育記録を基に、AIを

活用しワイン用ぶどうの

生育状況や収穫目安とな

る糖度・酸含量を予測。

糖度は誤差10％以内で

予測可能、酸含量も予測

可能であり、精度向上に

向け調整中。今後は糖度

と酸含量の同時予測やデ

ータ整理の自動化を検討し、

予測精度向上を目指す。

気象観測データ収集の様子

AI予測値と実測値の比較
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林業総合センター×工業技術総合センター

マツタケの持続的生産を目指して
－発生技術の検証等とAI解析の活用－

近年絶滅が危惧されるマツタケ。本県は生産量１位を
誇り、持続的な増産技術の開発に半世紀以上取り組み、
成果を得ている。現在は、人為的に大型シロの作製に
成功し、野外でのきのこ発生を目指している。今後は、
蓄積した長期間のデータとAIによる解析を活用し、マ
ツタケ発生と気象条件の関連などについて、未知なる
領域の解明を目指す。

長野県産
マツタケ

実験室で
作製したマツ
タケのシロ



長野県の地域産業成長プラン コンセプト（たたき台）

強い産業をつくるための基本姿勢

➤ 長野県は、製糸産業以来、精密な技術などの発展を通じて、時代の変化を捉えながら産業構造を進化させてきました。

➤ 現在、AIの進展や脱炭素化の加速、グローバル市場の拡大を背景に、長野県は新たな産業変革の局面を迎えています。

➤ 日本アルプスの豊かな自然と、農林業・機械加工をはじめとする世界水準の精密技術を強みに、新たな成長産業の創出と
既存産業の競争力強化を進め、 ‟世界市場で存在感を発揮するNAGANO″を実現します。
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プラン策定・実行に当たっての基本的考え方

培った強みで変革を重ねてきた長野県産業のAI時代への新たな挑戦
～精密技術×AIで、次の変革へ～

産業に精通した外部の専門人材の実働レベルでの参画を得ながら、長期的・継続的に伴走する推進体制を
確立した上で、状況変化に応じてアジャイルに計画を実行・アップデートする。

当初から世界市場を見据え、県内企業が培い海外展開してきた精密加工技術、発酵食品、農産物等の
強みを、世界の潮流や顧客課題、将来ニーズに応える価値へ磨き上げ、成長市場へ広げる。

小中学生への魅力発信から企業内人材のリスキリングまでを一体として捉えつつ、特に産業ニーズに呼応
した高校改革とそれに連動した高等教育の充実を軸として、成長産業の人材パイプラインを構築する。

成長分野の中核企業の事業拡大や立地に伴うインフラ整備等の課題に対し、冷涼な気候や水資源、広い県土等
を生かし、全庁横断・市町村とも連携してワンストップ支援環境を構築し、地域産業全体の成長に波及させる。

01 強みを飛躍させるAIネイティブ化

02 信州発をグローバル市場起点で

0４ 県土のポテンシャルを活かす「企業ファースト」のワンストップ支援

0３ 「教育県」ならではの成長産業人材の育成

05 進取の気性に富む県民性に機動性を加えた推進体制

「ＡＩ前提社会」という認識のもと、世界水準の精密技術や豊富な地域資源を飛躍させる中核・原動力
として、ＡＩをあらゆる産業活動に組み込み、産業の高度化と新たな価値を創造する。

第2回長野県地域未来戦略推進
本部会議（7/13）資料から抜粋



目指す投資額【２０３０年度末】
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• 航空宇宙分野と親和性が高い超精密加工・小型軽量化技術を有する企業が集積

• これまでの取組により航空宇宙産業への参入企業は111社へ拡大

• 民間航空機市場や宇宙産業の成長に加え、低空経済の拡大により、
市場・ビジネス機会が拡大

政策

勝ち筋
基本戦略：ミッションクリティカル※な特定領域で世界トップシェア獲得

• センサ・小型アクチュエータ等のミッションクリティカルな領域から航空機システムへ参入促進と企業誘致によりシステムメーカー立地を実現す
るとともに、培った技術を他分野へ展開することで新たな事業領域への参入につなげる

• 航空宇宙分野参入で培った技術を活かして基盤技術を高度化し、産業全体の底上げを図る

• 低軌道衛星コンポーネント（姿勢制御機器、通信機器等）への参入・事業展開を推進

• 空モビやドローンなど「低空経済」の形成・拡大を見据え、新たな収益の柱となる分野への参入を促進

先行して実施する：地域産業クラスター計画「航空宇宙・次世代空モビリティ」（概要）

信州エアロスペース・バレーの形成

中核拠点の設
置支援や宇宙
機器フライト
実証機会の創
出等を支援

人材
育成

体制
整備

投資
促進

信州大学等と連携した、
設計・品質保証・認証
対応等を担う高度専門
人材を育成
中高と連携した信州航
空宇宙ジュニアイン
ターンの実施

国内外の航空先進地域を参考に、
エス・バード等の機能強化による航
空・宇宙規格に対応した試験・評価の
一貫支援体制の整備
三遠南信自動車道やリニア中央新幹
線を活かした中部圏との連携強化

官民設備投資額：（精査中）

民の投資：新規受注・増産に対応す
るための工場建設や設備導入を促進

官の投資：エス・バード及び工業技術
総合センターを核に、試験・評価、人材
育成、研究開発、認証取得支援等の機能
を強化

企業
誘致

認証
取得
支援

JISQ9100、
Nadcap等の
認証取得等の
体制整備を
支援

誘致施策の
拡充
トップセール
スよるシステ
ムメーカー
等の誘致

推進体制

・部品供給サプライヤーが多く、システムメーカーが少ない
・宇宙機器産業への関心、知識、参入ルートに関する情報が不足
・ドローンや次世代空モビリティなどの分野で、県内企業が参入
機会や市場動向を十分に把握できていない

KPI
【2030年度末までに】
・付加価値増加額：+71.8億円
・産業人材育成数：270人
・航空機システム
【2035年度末までに】
・システムメーカー立地数：３社
・航空機器関連
製造品出荷額等：2025年度比1.5倍

・衛星コンステレーション等
参入企業数：100社

背景    
    
  

課題

※ミッションクリティカル：それがなければ製品が機能しない部品

7/13時点参画予定企業：
アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区構成企業（約60社）

第2回長野県地域未来戦略推進
本部会議（7/13）資料から抜粋



政策

勝ち筋

先行して実施する：地域産業クラスター計画「フードテック（発酵・機能性等）」（概要）

長寿県・長野のフードテック（発酵・機能性等）で世界市場に挑む食品産業クラスターの形成
（サステナブルフードの世界拠点を目指す）

新商品開発や輸出
対応、生産性向上に
つながる投資支援

人材
育成

体制
整備

投資
促進

清泉大学や信州大学と連携した、
高度人材育成・リスキリング
海外向け商品開発に資するセミ
ナー等の開催や中高と連携した
信州発酵フードテック講座の展開

工技センターの分析、
技術開発、商品開発
支援機能等の抜本強化
メタボローム解析
農業試験場の品種開発力強化等
農政部の試験場との連携強化

• 全国トップクラスの農業生産と食品製造業（味噌・ワイン等）の基盤。
• 海がなく雪にとざされる環境から食料を長期保存するために発展した発酵技術
• 信州の農産物・発酵食品・食品素材に含まれる健康機能

世界市場に対応した食品研究開発
• 発酵・冷凍・乾燥技術を進化させ、流通と長期

保存による優位性の創出。
• 健康志向や和食ブームを起点した長野ブラン

ドの価値向上を発信。

高付加価値食品開発
• 食品の機能性の見える化や機能性を富化

する加工技術の開発
• 伝統的な食品をベースに現代の食生活に対

応した新商品の開発
• サステナブル、アップサイクル食品開発

県内産原材料を支える農業の改革
• 地球温暖化に対応した品種改良と先端技

術の開発・実装
• 農業者の法人化等による持続可能な農業

構造への転換
• 企業の農業参入を促進し、原料調達から

製造まで一気通貫の供給体制を構築

伴走
支援

海外展示会、フェア等を通じ
た販路開拓支援
企業の農業参入支援、農業者
の法人化等経営体質強化
フードテック支援本部設置

• 人口減少に伴う国内市場の縮小
• 消費者ニーズの多様化（健康志向、食生活の変化等）への対応
• 気候変動や農業の担い手不足等により原材料の生産が不安定
• 原材料の価格・品質・数量のミスマッチ

輸出や機能性の訴求において重要！

背景    
  

課題

官民設備投資額：（精査中）
民の投資

• 海外ニーズに対応した高付加価値商品の開発・量
産化に伴う、工場の新・増設、生産ラインの増強

• 原材料安定確保に向けた産地連携・契約栽培・自
動化やDXによる生産性向上

官の投資：
• 工業技術センター食品部門のバージョンアップ、

設備更新
• 農業関係試験場等の機能強化等

目指す投資額【２０３0年度末】KPI

【2030年度末までに】
・付加価値増加額

+325億円
・産業人材育成数

１，０００人
・製造品出荷額等
                     8,750億円

等
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推進体制

7/13時点参画予定企業：約140社第2回長野県地域未来戦略推進
本部会議（7/13）資料から抜粋
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木曽谷・伊那谷フォレストバレー形成事業【拡】

R８の重点取組事項

Ⅱ 関係機関等の連携による多彩な取組を展開

７プロジェクト

✓ 【中核】高度人材育成プロジェクト（拡）

✓ 【中核】森林ベンチャースクールプロジェクト

✓ 目指せ世界水準 林業技能向上プロジェクト

✓ 課題発見サマースクールプロジェクト

✓ 木工拠点形成プロジェクト

✓ 木と森の暮らしと働き創出プロジェクト

✓ 学びの拠点形成プロジェクト

関連プロジェクト 支援対象：６プロジェクト

民間の柔軟な発想と企画力・訴求力を
活かした提案型プロジェクトを支援

✓ 継続 ３件 ／ 新規 ３件

Free and Open Source Software for Geospatial

Ⅰ 教育機関等の魅力向上と連携促進

■FOSS4GShinshu 2026（仮）

木曽谷・伊那谷が、「木や森の『学び』と『暮らし』に会える場所」として定着し、全国から多くの人材が訪れ交流するための各種プロ
ジェクトを実施するとともに、県内の森林・林業に関わる者の確保・育成に寄与

民間企業等

運営協議会
専門委員

意見聴取

関係機関

メインプロジェクト

➢ R7年度に策定した「木曽谷・伊那谷フォレストバレー基本構想」に基づき、目指す姿の実現に向けた取組を着実に推進
➢ 当面の取組として、Ⅰ）教育機関や人材育成機関の更なる魅力向上、Ⅱ）関係機関や民間事業者の連携による多彩な取組の展開、

Ⅲ）幅広い層へ向けた情報発信による認知度向上を3つの柱として重点的に推進し、フォレストバレーの形成に向け機運を醸成

木や森の「学び」と「暮らし」に会える場所

木曽谷・伊那谷での木と森に関する学びを活かし、新たな時代を
支える人材を育成するとともに豊かな暮らしや多様なビジネスを創出

基本理念

基本方針

木曽谷・伊那谷フォレストバレーが目指す姿

❶ 木や森に関する学びや人材育成の拠点地域

➋ 森林資源を活かしたイノベーションと雇用が生まれる地域

➌ これらが地域ブランドとして確立し、国内外の交流が生まれる地域

【参考：基本目標】（2035年）
当面の取組の指標として以下のとおり設定

（基本構想より抜粋）

・学びのプログラムの参加者数 1,000人/10年間
・教育機関等の志願倍率 R6年度入学生以上
・総プロジェクト数 50プロジェクト/10年間

Ⅰ）教育機関等の魅力向上
・林業大学校：新カリキュラム
・木曽青峰高校：全国募集へ移行
・各機関の学びの相互連携

当面の取組

Ⅱ）各機関が多彩な取組を展開
・関係機関によるメインプロジェクト
・民間事企業等の提案による関連プロジェクト
・地域における関連行事の登録と公開

フォレストバレー
形成に向けた
機運の醸成

Ⅲ）県内外への認知度向上
・全国行事の開催を通じたPR
・SNS等による日常的な情報発信

フォレストバレー基本構想

フォレストバレー
チェンソークラブ
（FVCC)の創設

学びの入口からアントレプレナーシップ教育、
創業の支援まで幅広い段階と領域をカバー信大

上松技専

木曽地

林総セ

Ⅲ 県内外へ向けた認知度向上

関連プロジェクト

人材を持続的に輩出
イノベーションの創出

教育機関等の魅力向上

◼ 林業大学校の新カリキュラムスタート（拡）

・より幅広い視野を持つ新時代の人材を育成

・R9のオーストリア研修再開に向け先遣隊派遣

◼ 各機関の情報発信を強化（募集案内等）

各機関の連携促進

木や森に関心のある人は
木曽谷・伊那谷へ

進学 ／ 就職 ／ 起業・創業 ／ 移住
各種講座やイベントへの参加

地域
内外へ
波及

◼ 運営協議会の開催

・各プロジェクトの情報等を横展開

◼ 関係機関の連携活動を支援

・例: 木曽地域３校連携

申請
（提案）

補助

県

連携

■カラマツ林業150年サミット（仮）

全国行事の開催 関連情報の収集と発信

◼ 地域おこし協力隊等による情報収集と発信

・関連行事や賛助機関の掘り起こしと紹介

◼ ポータルサイトやSNSを通じた発信

【2050年】

※R7.7月策定

※開始から概ね10年後まで

［信州の木活用課］

Ｒ８当初予算額 26,381千円

11
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［参考資料］ 県産材の活用事例

➢ 本県にはスギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツ、広葉樹といった多様な樹種が、県内各地の気候や特性に応じて生育し、県産材
として生産されています。

➢ 特に強度の高い信州カラマツをはじめとする県産材は様々な建築物等で利用されています。

木曽のヒノキ・カラマツ・サワラ等の無垢材をふんだんに使用。
梁や桁等にカラマツを多用し、将来のカラマツ利用の可能性を示
した建物（令和３年竣工）

【大会議室（議場）】

公共施設での利用（木曽町役場）

学生が安心して勉学に励み、共同生活を通じて協調性を育み、森
林・林業を体感できる学生寮として、木曽地域材を使用。梁や桁
などにカラマツの無垢材を使用（令和４年竣工）

【共用スペース（食堂）】

県有施設での利用（県林業大学校男子寮）

令和５年に町有林のカラマツを皆伐し、そのカラマツを活用した
戸建の町営住宅を10棟建築。入居者からは「カラマツの温もりと
香りがよい」との声もある。（令和8年竣工）

【建築中の状況】

住宅分野での利用（立科町町営住宅）

おやきの販売・製造を行う新たな発信拠点。スギ・ヒノキを構造
材とする木造45分準耐火建築物。平日休日を問わず多くの人が訪
れ、県産材の良さを伝える場となっている。（令和４年竣工）

【おやきファーム内ホール】
写真：©takeshi noguchi

非住宅分野での利用（おやきファーム）

ウッドチェンジの一環として、プラスチック製から
カラマツやアカマツなど県産材を使用した木製へ
転換

身近な製品での利用（県産材でウッドチェンジ）

11【ウッドパイロン KOLMIO
（レッドハウスファニチャー）】

【信州の経木Shiki 
（株式会社やまとわ）】
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